
令 和 ６ 年 ２ 月 ６ 日  

都市整備政策部建築調整課 

 

 

 

世田谷区地区計画等の区域内における建築物の制限に関する条例の一部を改正する条例 

 

 

１ 改正理由 

「補助２６号線沿道代沢一丁目・北沢一丁目地区計画」の地区計画が都市計画決定さ

れたことに伴い、当該区域内の制限内容を追加する必要があるため、世田谷区地区計画

等の区域内における建築物の制限に関する条例（以下「建築物制限条例」という）の一

部を改正する。 

併せて、建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律（以下「建築物省エネ法」

という）等の一部改正に伴い、規定の整備を行う。 

 

２ 改正内容 

（１）別紙１のとおり 

（２）建築物省エネ法の名称変更改正 

 

３ 施行予定日 

公布の日 

 

４ 条例改正新旧対照表 

   別紙２のとおり 

 

５ 添付資料 

   （別紙１）建築物制限条例改正に関連する地区計画や法令改正の概要 

   （別紙２）新旧対照表 （改正箇所抜粋） 

（参考１）地区計画パンフレット（補助２６号線沿道代沢一丁目・北沢一丁目地区） 
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目黒区 

渋谷区 

駒場四丁目 

東京大学駒場キャンパス 

都営代沢一丁目 
アパート 

松蔭学園 

代々木 

上原駅 

東北沢駅 

地区計画予定区域 
(補助２６号線沿道代沢一丁目・北沢一丁目地区) 

池ノ上駅 

世田谷区 

三角橋 
交差点 

（目黒区）地区計画予定区域 

代沢一丁目 

代沢二丁目 

北沢一丁目 

池之上 
小学校 

至 
下北沢駅 

富士 
中学校 

東京都立 
国際 

高等学校 

筑波大学附属駒場 
中学校・高等学校 

駒場野 
公園 

駒場学園 
高等学校 

至 
下北沢駅 

至 
駒場東大前駅 

建築物制限条例改正に関連する地区計画や法令改正の概要 

 

地区計画の対象区域と制限内容 

 

１「補助２６号線沿道代沢一丁目・北沢一丁目地区地区計画」 

（１）対象区域 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）補助２６号線沿道代沢一丁目・北沢一丁目地区地区計画のうち地区整備計画で制

限する内容 

建築物制限条例 別表第１の１、別表第２に追加 

①  別表第２ アの欄（建築してはならない建築物） 

周辺の住環境に配慮するため、建築してはならない建築物を定める。 

②  別表第２ エの欄（建築物の敷地面積の最低限度） 

ゆとりある住環境を維持し、市街地の密集を抑制するため、建築物の敷地面積の

最低限度を定める。 

③  別表第２ オの欄（壁面の位置） 

円滑な消防活動を行う空間の確保により、地域の防災性の向上を図るため、壁

面の位置の制限を定める。 

④  別表第２ カの欄（壁面の位置の適用除外） 

      壁面の位置の制限の目的からして制限区域内への設置の支障がないと判断でき 

るものについて、適用除外を定める。 

⑤  別表第２ キの欄（建築物の高さの最高限度） 

教育施設等及び都営住宅の機能を維持し、周辺の低層住宅地に配慮した沿道の

街並みを形成するため、建築物等の高さの最高限度を定める。 

⑥  別表第２ ケの欄（建築物の形態又は意匠の制限） 

良好な住環境や教育施設等の環境を維持するため、建築物等の形態又は意匠の  

制限を定める。 

別紙 １ 2
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世田谷区地区計画等の区域内における建築物の制限に関する条例の一部を改正する条例新旧対照表 

 

改正後 改正前 

○世田谷区地区計画等の区域内における建築物の制限に関する条

例 

○世田谷区地区計画等の区域内における建築物の制限に関する条

例 

昭和62年７月１日条例第34号 

 中略 

 令和５年６月 27日条例第 52号 

昭和62年７月１日条例第34号 

 中略 

令和５年６月27日条例第52号 

 令和６年３月○日条例第○号  

（建築物の容積率の最高限度） （建築物の容積率の最高限度） 

第４条 建築物の延べ面積の敷地面積に対する割合（以下「容積率」

という。）は、別表第２から別表第４までの計画地区に応じ、それ

ぞれ別表第２の計画地区にあっては同表イ欄、別表第２の２の計画

地区にあっては同表イ欄、別表第３の計画地区にあっては同表ア欄、

別表第４の計画地区にあっては同表イ欄に掲げる数値以下でなけれ

ばならない。ただし、別表第２イ欄に計画地区内の公共施設の整備

の状況に応じた建築物の容積率の最高限度（以下「暫定容積率」と

いう。）及び当該計画地区の特性に応じた建築物の容積率の最高限

度（以下「目標容積率」という。）が定めてある場合においては、

法第68条の４の規定により当該計画地区の地区計画の内容（暫定容

積率を除く。）に適合し、かつ、交通上、安全上、防火上及び衛生

上支障がないと認めた建築物については、暫定容積率を適用しない。 

第４条 建築物の延べ面積の敷地面積に対する割合（以下「容積率」

という。）は、別表第２から別表第４までの計画地区に応じ、それ

ぞれ別表第２の計画地区にあっては同表イ欄、別表第２の２の計画

地区にあっては同表イ欄、別表第３の計画地区にあっては同表ア欄、

別表第４の計画地区にあっては同表イ欄に掲げる数値以下でなけれ

ばならない。ただし、別表第２イ欄に計画地区内の公共施設の整備

の状況に応じた建築物の容積率の最高限度（以下「暫定容積率」と

いう。）及び当該計画地区の特性に応じた建築物の容積率の最高限

度（以下「目標容積率」という。）が定めてある場合においては、

法第68条の４の規定により当該計画地区の地区計画の内容（暫定容

積率を除く。）に適合し、かつ、交通上、安全上、防火上及び衛生

上支障がないと認めた建築物については、暫定容積率を適用しない。 

２～７ 省略  ２～７ 省略  

８ 第１項に規定する容積率の算定の基礎となる延べ面積には、建築

物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律施行令（平成28年政

令第８号）第11条の規定に基づき、認定建築物エネルギー消費性能

向上計画に係る建築物（以下この項において「計画に係る建築物」

という。）の床面積のうち通常の建築物の床面積を超えることとな

るものとして国土交通大臣が定める設備を設ける部分の床面積の合

８ 第１項に規定する容積率の算定の基礎となる延べ面積には、建築

物のエネルギー消費性能の向上に関する法律施行令（平成28年政令

第８号）第11条の規定に基づき、認定建築物エネルギー消費性能向

上計画に係る建築物（以下この項において「計画に係る建築物」と

いう。）の床面積のうち通常の建築物の床面積を超えることとなる

ものとして国土交通大臣が定める設備を設ける部分の床面積の合計

別紙 ２ 
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改正後 改正前 

計（当該床面積の合計が計画に係る建築物の延べ面積の10分の１を

超える場合においては、当該計画に係る建築物の延べ面積の10分の

１）は、算入しない。 

（当該床面積の合計が計画に係る建築物の延べ面積の10分の１を超

える場合においては、当該計画に係る建築物の延べ面積の10分の１）

は、算入しない。 

付 則（平成元年９月27日条例第52号） 付 則（平成元年９月27日条例第52号） 

この条例は、平成元年10月11日から施行する。 この条例は、平成元年10月11日から施行する。 

中略 中略 

附 則（令和５年６月27日条例第52号） 附 則（令和５年６月27日条例第52号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（令和６年３月○日条例第○号） 

この条例は、公布の日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規

定は、当該各号に定める日から施行する。 

⑴ 第４条第８項の改正規定 令和６年４月１日 

⑵ 別表第２東京都市計画経堂駅東地区地区整備計画の部本町通り

地区の項の改正規定 令和６年６月１日 

この条例は、公布の日から施行する。 
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世田谷区地区計画等の区域内における建築物の制限に関する条例の一部を改正する条例新旧対照表 

 

改正後 改正前 

○世田谷区地区計画等の区域内における建築物の制限に関する条

例 

○世田谷区地区計画等の区域内における建築物の制限に関する条

例 

昭和62年７月１日条例第34号 昭和62年７月１日条例第34号 

別表第１（第２条関係） 別表第１（第２条関係） 

１ ２の区域以外の地区整備計画区域 １ ２の区域以外の地区整備計画区域 

 名称 区域   名称 区域  

 東京都市計画補助

２６号線沿道代沢

一丁目・北沢一丁目

地区地区整備計画

区域 

東京都市計画補助２６号線沿道代沢一丁

目・北沢一丁目地区地区計画の区域のうち、

地区整備計画が定められた区域 

  追加 追加  

  

 

【別表第１の１】 
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別表第２ (第３条－第９条、第 10条、第 11条関係)  

１．この表において計画図とは、都市計画法第１４条第１項に規定する計画図をいう。 

２．この表において計画地区とは、計画図に示したものをいう。 

地区整

備計画

の名称 

計画地区 

ア イ ウ エ オ カ キ ク ケ コ 

建築してはならない建築物 

建築物の容

積率の最高

限度 

建築物の建

ぺい率の最

高限度 

建築物の敷

地面積の最

低限度 

壁面の位置 
壁面の位置

の適用除外 

建築物の高さの最高限度 

建築物の高

さの最低限

度 

建築物の形

態又は意匠

の制限 

かき又はさ

くの構造の

制限 

(1) (2)    

東京都

市計画

補助２

６号線

沿道代

沢一丁

目・北

沢一丁

目地区

地区整

備計画 

住宅地区 － － － ８０㎡ － － １６ｍ － －  － － 

都営住宅地区 － － － － － － ２５ｍ － － － － 

教育施設地区 － － － ８０㎡ 計画図に示

すとおり、敷

地の反対側

の道路境界

線から６ｍ 

学校（学校教

育法（昭和２

２年法律第

２６号）第１

条に規定す

る学校をい

う。以下この

項において

同じ。）であ

って、上空に

設ける渡り

廊下その他

これらに類

する建築物

の部分 

１７ｍ。 

ただし、学校及びその関連施設の高さは、

次の各号に掲げる建築物の区分に応じ、そ

れぞれ当該各号に定める高さとする。 

⑴ ５，０００㎡以上１０，０００㎡未

満の敷地面積（告示日において法第８６条

第８項の規定により公告された対象区域（

以下「公告対象区域」という。）が地区計画

区域内外にわたる場合は当該公告対象区域

の面積を、告示日以後に同条第１項から第

４項までの規定により１の敷地とみなす区

域（以下この項において「告示日以後の区

域」という。）の過半が公告対象区域の全部

又は一部である場合は当該告示日以後の区

域の面積をいう。以下この項において同じ

。）を有する敷地内の建築物（補助２６号線

の計画線からの距離が２０ｍの範囲内の部

分に限る。） ２５ｍ 

⑵ ５，０００㎡以上１０，０００㎡未満

の敷地面積を有する敷地内の建築物（補助

２６号線の計画線からの距離が２０ｍの

範囲外の部分に限る。） １９ｍ 

⑶ １０，０００㎡以上の敷地面積を有す

る敷地内の建築物 ３４ｍ 

－ － 軒、ひさし、

手すり、戸

袋、出窓、階

段、からぼり

（ドライエ

リア）その他

これらに類

するものが、

壁面の位置

の制限の規

定により建

築物の外壁

又はこれに

代わる柱を

設けること

ができない

敷地の部分

に突出した

形状 

 

－ 

近隣商業地区 法別表第２ほ）項第２に規定するマ

ージャン屋、ぱちんこ屋、射的場、勝

馬投票券発売所、場外車券売場その他

これらに類するもの。 

－ － － － － － － － － － 

【別表第２ 追加】 6



（新旧対照表） 
別表第２ 

新 旧 
地 区
整 備
計 画
の 名
称 

計 画
地区 
 ア イ～コ 

地 区
整 備
計 画
の 名
称 

計 画
地区 
 ア イ～コ 

  建築してはならない建築物 省略   建築してはならない建築物 省略 

東 京

都 市

計 画

経 堂

駅 東

地 区

地 区

整 備

計画 

本 町

通 り

地区 

１ 世田谷区建築物の建築に係る住環境の整備に関する条例（平成13年12月世田谷区条

例第68号）第２条第７号に規定するワンルームマンション建築物（以下この部において「ワ

ンルームマンション建築物」という。）であって、延べ面積が1,500㎡以上で住戸専用面積

が 40 ㎡未満の住戸（以下この部において「ワンルーム形式の住戸」という。）の数が 30

を超えるもの。ただし、ワンルーム形式の住戸（寮、寄宿舎等の用途に供するものを除く。）

の数から 30 を減じたものに２分の１を乗じて得た数（その数に１未満の端数があるとき

は、その端数を切り捨てた数）の住戸について、住戸専用面積が40㎡以上で、かつ、住戸

専用面積の合計を当該住戸の数で除して得た面積が50㎡以上であるものは、この限りでな

い。 

２～３（省略） 

変更なし 東 京

都 市

計 画

経 堂

駅 東

地 区

地 区

整 備

計画 

本 町

通 り

地区 

１ 世田谷区建築物の建築に係る住環境の整備に関する条例（平成13年12月世田谷区条

例第 68 号）第２条第６号に規定するワンルームマンション建築物（以下この部において

「ワンルームマンション建築物」という。）であって、延べ面積が 1,500 ㎡以上で住戸専

用面積が40㎡未満の住戸（以下この部において「ワンルーム形式の住戸」という。）の数

が 30 を超えるもの。ただし、ワンルーム形式の住戸（寮、寄宿舎等の用途に供するもの

を除く。）の数から30を減じたものに２分の１を乗じて得た数（その数に１未満の端数が

あるときは、その端数を切り捨てた数）の住戸について、住戸専用面積が 40 ㎡以上で、

かつ、住戸専用面積の合計を当該住戸の数で除して得た面積が 50 ㎡以上であるものは、

この限りでない。 

２～３（省略） 

変更なし 

 変 更

なし 

変更なし 変更なし  変 更

なし 

変更なし 変更なし 

 
 

【別表第２（変更）】 
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